














































































(4) 2019 年 10 月 1 日施行。
(5) 厚生労働省А水道法の改正についてБhttps://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku
nitsuite/bunya/topics/bukyoku/kenkou/suido/suishitsu/index_00001.html
































(7) 横浜市水道局編㈶横浜水道百年の歩み㈵（横浜市水道局，1987 年）19 頁。



















































(10) 日本水道協会㈶日本水道史㈵（日本水道協会，1967 年）147 頁。



















































































































































され，1890（明 23）年 2月 12 日法律 9号として成立し公布された(22)。両者






















































件を緩和した。注 10 書 363 頁Ё367 頁。なお，その後戦後の水道法制定に至
るまでの間に，水道条例は許認可手続きの簡素化等を主とする戦後の第 4次
（1947（昭 22）年），第 5次改正（1953（昭 28）年）を経て廃止され，水道法
（1957（昭 32）年）が成立する。






















































(27) 水系伝染病の発生状況については，同 136Ё140 頁参照。
(28) 厚労省の試算（2012 年）によれば，水道施設を法定耐用年数で更新した場合
の更新費用は年平均 14050 億円となり，更新需要のピーク（2011～2015 年）
は 16894 億円で 2010 年の投資額（実績）9800 億円を上回っているという（厚
生労働省健康局水道課А今後の水道施設の更新についてБ（2012 年 10 月 29






















































































ューБ124 号（2015 年））141 頁以下，矢根眞二А朽ちる水道インフラЁ老朽
管の更新投資必要額と水道料金ЁБ（桃山学院大学総合研究所紀要 37 巻 3 号
（2012 年））151 頁以下，浜銀総合研究所А人口減少下における水道インフラ再
構築に向けた政策のあり方Б（浜銀総研政策提言第 1号（2014 年））https://w
ww.yokohama┡ri.co.jp/html/policy/pdf/po201409.pdf 最終確認 2019 年 11
月 5 日等参照。もちろん，各自治体の負担額は地域によってさまざまであり，
前記長峯は兵庫県西脇市のケーススタディを行い，2009 年から 2013 年の年平
均額 3.34 億円は今後 3倍の 9～10 億円になると試算している。この額自体は
抽象的には民間企業でも負担可能であろうが，以下の本文で指摘する問題は残
る。












































































































































































ン・ウォーターА2018 年 12 月 6 日，水道法改正案が成立。Бhttps://www.ja






























　他方，労働関係調整法 8条 1項 3号は，А公衆の日常生活に欠くことので
きないものБとして水道事業を電気，ガス事業と並べてА公益事業Бと定め




























































































































以下，Michael A.Crew and Paul R.Kleindorfer, The Economics of Public
Utility Regulation, Macmillan Pr▆, 1986, pp.245┡262.
(36) 佐藤治正А競争の成果と規制の根拠Б（林敏彦編㈶公益事業と規制緩和㈵東洋
経済新報社，1990 年）37 頁以下。John Ernst, Whose Utility? The Social Im-
pact of Public Utility Privatization and Regulation in Britain. Open U. Pr▆,
1994 pp.36┡37. David E.McNabb, Public Utilities, Second Edition Old














































認 2019 年 11 月 5 日。なお，ドイツに関して，鈴木崇弘Аドイツ水道法制にお
ける民間委託の統制（1）～（4・完）Б自治研究 93 巻 3 号 112 頁，4号 111
















1800 年以前に存在した 16 の水道事業は，1つを除いてすべてが民間の所有で




























想Ё途上国の水道サービスに投資していない民間セクターБ注 38 書 25 頁）。
（https://www.unic.or.jp/files/e530aa2b8e54dca3f48fd84004cf8297.pdf 最終
確認 2019 年 11 月 5 日。）は，А安全な飲み水Бに関し，А2015 年には世界人口
の 91％が改良された飲料水言を使用しており（1990 年には 76％），目標は期
限である 2015 年の 5年前に達成された。БА1990 年以来改良された飲料水への
アクセスを得た 26 億人の内，19 億人が水道水へのアクセスを得たБという。
他方，国連ミレニアム開発目標報告 2015 MDGs 達成に対する最終評価（ミレ
ニアム開発目標（MDGs）報告 2015 の概要（日本語プレゼンテーション資料




1020 億ドル，下水道で 240 億ドルから 420 億ドルと試算されていた（UN Mil-
lennium, 2005）が，それがわずか 5年で達成されたというのが上記報告書で
ある。実際，民間投資により目標達成はそれほど難しくないという指摘もあっ
た（Julia Brown, Water Service Subsidies and the Poor: A Case Study of
Greater Nelspruit Utility Company. Mbombela Municipality. South Africa
（2005）. https://ideas.repec.org/p/ags/idpmcr/30629.html でダウンロード





ル＝ロビナ，注 38 論文 78 頁）。いずれの評価が正しいか，残念ながら現在の
私には確認する術がない。
(45) National Research Council, Privatization of Water Services in the United
States: An Assessment of Issues and Experience, pp 30┡31 (The National
Academies Pr▆, 2002). https://www.nap.edu/read/10135/chapter/1 以下
















水道局（The Karegnondi Water Authority┡KWA(50)）という名称の新たな公営





(47) DWSDは地域の水供給を独占する public utility であった。Clark, above p.
15.
(48) もともと GMの企業城下町であったフリントの水道網は，1960 年代の好景気
を背景に，GMのプラントを支えるべくそこを中心に張り巡らされたものであ
った。しかしGMの撤退とともに経済的に衰退した結果，住民の多くはラテ
ン系で，白人は 2％という人口構成となり，住民の 80％の平均年収は 4万ド
ル以下，そのうちの 40％は 1万 5千ドル以下であった。フリントの水問題の
背景には人種差別問題と貧困問題があり，汚染が放置されたのは汚染を除去す
るための投下資本を回収する見込みがなかったことも一因であった。Clark,
supra note 46, pp.35，127,
(49) U.S. Census Bureau, https://www.census.gov/quickfacts/fact/table/flintc
itymichigan/PST045218, last accessed November 5,2019.

























地区には水を供給しなかったБ（フリン，ブドリス，注 41 論文 78 頁）からで
ある。
(52) Clark supra note 46, p.17.
(53) http://nbc25news.com/news/local/flint┡residents┡avoiding┡the┡tap┡drinkin
g┡bottled┡water┡instead，2019 年 11 月 5 日現在この頁は存在しないが，注
46 の映画に同様の場面が写し出されている。
























(55) Mona Hanna┡Attisha, Jenny LaChance, Richard Casey Sadler, And Allison
Champney Schnepp, Elevated Blood Lead Levels in Children Associated
with the Flint Drinking Water Crisis: A Spatial Analysis of Risk and Public






















































年の The Water Framework Directive（WFD）を皮切りに水問題に取り組
み，2010 年には水への権利をЁ加盟各国で足並みがそろっているわけでは
ないとしてもЁさまざまな角度から論じてきているが(58)，そうした議論も
参考にしながら引き続き検討を加えていきたい（2019 年 10 月 10 日脱稿）(59)。
(58) See e.g. Marleen van Rijswick, Moving Water and the Law: On the Distri-
bution of Water Rights and Water Duties in European and Dutch Water
Law, Europa Law Publishing 2008.
(59) 本稿は，文部科学省科学研究費 2015 年基盤研究（C）課題番号 15 K 03122
（持続可能な共有型経済と憲法上のА近代市民社会における原則的所有形態Б）
の研究成果の一部である。
水への権利・序説
(393)
(法学 2019) 83Ё3Ё123
